第●期　事業報告
（自　●年●月●日　至　●年●月●日）
【社名】
１．会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果
当事業年度（第●期）における当社の事業の経過及びその成果は、以下のとおりであります。
当社は、●●事業を主軸として、●●（例：法人向けの●●サービスの開発・提供）を行いました。
その結果、当事業年度における売上高は●円となり、営業損失は●円、経常損失は●円、当期純損失は●円となりました。
※黒字の場合は「営業利益」「経常利益」「当期純利益」としてください。

（２）資金調達についての状況
当事業年度中に実施をした資金調達状況は以下のとおりです。
1 ●年●月、第三者割当増資により●●株の●種優先株式を１株●円で発行し、総額●円の資金調達をいたしました。
2 ●●（例：金融機関）により総額●円の借入を行いました。

（３）対処すべき課題
・●●（例：●●市場における競争激化への対応）
・●●（例：開発人材の採用・育成）

（４）主要な事業内容（●年●月●日現在）
	事業
	主要な製品又はサービス

	●
	●



（５）主要な営業所及び工場（●年●月●日現在）
営業所：東京都●●区●●
【工場：●】※該当がない場合は、削除してください。

（６）使用人の状況（●年●月●日現在）
	使用人数
	前期末比増減

	●名
	●名増（減）


（注）従業員数には、臨時雇用者（アルバイト）を含んでおります。

（７）重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。
※該当がある場合、それぞれについて、出資比率や主要な事業内容を記載することが考えられます。
（８）主要な借入先の状況（●年●月●日現在）
該当事項はありません。
※借入がある場合は、借入先／借入残高の表形式で記載してください。

（９）その他会社の現況に関する重要な事項
特に記載すべき事項はありません。
※該当がある場合には概要で良いので記載してください。

２．株式に関する事項（●年●月●日現在）
（１）発行可能株式総数　　●株
（２）発行済株式の総数　　●株（うち普通株式●株、●種優先株式●株）（自己株式を除く。）
（３）当事業年度末の株主数　　●名
（４）上位10名の株主
	株主名
	持株数
	持株比率

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）持株比率は小数点第●位未満を切り捨てて表示しております。
（５）当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
	
	株式の種類及び数
	交付された者の人数

	取締役（社外取締役を除く）
	●株式●株
	●名

	社外取締役
	●株式●株
	●名

	監査役
	●株式●株
	●名



３．新株予約権等に関する事項
※非公開会社では法定の記載事項ではありません（会社法施行規則119条4号・123条は、事業年度の末日において公開会社である会社に適用されます）。もっとも、ストック・オプションを発行している会社では、株主への情報提供として記載する例が多い項目です。
※新株予約権を発行していない場合は、以下を削除し「該当事項はありません。」と記載してください。
（１）当事業年度の末日において当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要
	項目
	内容

	名称
	第●回新株予約権

	新株予約権の数
	●個

	新株予約権の目的である株式の種類及び数
	当社普通株式　●株

	払込金額
	無償

	行使に際して出資される財産の価額（行使価額）
	１株当たり●円

	行使期間
	●年●月●日から●年●月●日まで

	保有者の状況
	取締役（社外取締役を除く）　●名
社外取締役　●名
監査役　●名


※社外取締役・監査役を置いていない場合など、該当する区分がない場合は、「保有者の状況」欄の当該区分の記載を削除してください。
※回号の異なる新株予約権を複数発行している場合は、回号ごとに表を作成してください。
※税制適格ストック・オプションを前提に、払込金額を「無償」としています。有償新株予約権の場合は実際の払込金額を記載してください。

（２）当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要
	項目
	内容

	名称
	第●回新株予約権

	発行決議の日
	●年●月●日

	新株予約権の数
	●個

	新株予約権の目的である株式の種類及び数
	当社普通株式　●株

	払込金額
	無償

	行使に際して出資される財産の価額（行使価額）
	１株当たり●円

	行使期間
	●年●月●日から●年●月●日まで

	交付された者の人数
	当社使用人（当社の役員を兼ねている者を除く。）　●名
当社子会社の役員及び使用人（当社の役員又は使用人を兼ねている者を除く。）　●名


※当事業年度中に新株予約権を交付していない場合は、（２）を削除しても差し支えありません。子会社がない場合は「当社子会社の役員及び使用人」の記載を削除してください。
※上記のほかに新株予約権等に関する重要な事項がある場合は、（３）として記載してください。

４．会社役員に関する事項（●年●月●日現在）
※非公開会社では法定の記載事項ではありません（会社法施行規則119条2号・121条は、事業年度の末日において公開会社である会社に適用されます）。もっとも、株主への情報提供として記載する例が多い項目です。
（１）取締役及び監査役の氏名、地位及び担当
	氏名
	地位及び担当
	重要な兼職の状況

	●●
	代表取締役
	株式会社●●　取締役

	●●
	取締役（●●担当）
	―

	●●
	監査役
	―


※監査役を置いていない場合は監査役の行を削除してください。重要な兼職がない場合は「―」としてください。
※社外取締役・社外監査役がいる場合は、表の下に「（注）取締役●●氏は、会社法2条15号に定める社外取締役であります。」（社外監査役の場合は同条16号）のように注記してください。
※当事業年度中に退任した役員も、直前の定時株主総会の終結の日の翌日以降に在任していた場合は記載の対象となります（会社法施行規則121条1号・2号）。

（２）当事業年度に係る役員の報酬等の総額
	区分
	支給人数
	報酬等の総額

	取締役
	●名
	●円

	監査役
	●名
	●円

	計
	●名
	●円


（注）支給人数は、当事業年度中に現に報酬等の支給を受けた者の人数であります。
※新株予約権（ストック・オプション）や株式を報酬等として交付している場合は、金銭による報酬等と区分して記載することが考えられます（会社法施行規則121条4号参照）。

（３）その他会社役員に関する事項
該当事項はありません。
※当事業年度中に辞任した役員がいる場合、又は責任限定契約（会社法427条1項）、補償契約（会社法430条の2第1項）、役員等賠償責任保険契約（会社法430条の3第1項）を締結している場合は、その内容の概要を記載してください。

５．その他の事項
※以下は会社法施行規則118条2号〜5号所定の事項です（該当がある場合に記載が必要となる事項であり、該当がない場合は項目ごと削除しても差し支えありません）。
（１）業務の適正を確保するための体制の整備についての決定又は決議
該当事項はありません。
（２）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。
（３）特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。
（４）親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。
以　上
